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議案第１１号 

   令和８年度銚子市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和８年度銚子市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，４２２，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定に

より歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

 ⑴ 各項に計上した報酬（非常勤特別職に係る報酬を除く。）、給料、職員手当、

共済費及び旅費（会計年度任用職員費用弁償通勤費相当分に限る。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 ⑵ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

  令和８年２月２５日提出 

                        銚子市長 越 川 信 一   

 



第 算

1. 一 部 負 担 金 1

－

3. 使 用 料 及 び

2

手 数 料 46

7

1. 手 数 料 46

7

4. 国 庫 支 出 金 1

－

,622

2

歳

. 国 庫 補 助 金 1,62

　

2

6. 県 支

入

出 金 5,173,497

1. 県 負

１

担 金 ・ 補 助 金 5,173,497

7. 財 産 収 入 701

1. 財 産 運 用 収 入 701

（

8. 繰 入 金 596,9

単

59

1. 一

位

般 会 計 繰 入 金 596,

 

959

10

千

. 諸 収 入 14,063

表

円

1. 延滞金

）

、加算金及び過料 5,

款

848

3.

項

雑 入 8,215

金

歳 入 合 計 7,42

額

2,000

－278－

歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1. 総 務 費 152,164

　

1. 総 務 管 理 費

1

88,055

.

2. 徴 収 費 63,9

国

14

3. 運

民

営 協 議 会 費 195

健

2. 保 険 給 付 費

康

5,100,443

保

1. 療 養 諸 費

険

4,358,713

料

2. 高 額 療 養

歳

1

費 725,776

,

4. 出 産 育 児 諸

6

費 9,504

3

5. 葬 祭 諸 費 6,4

5

50

3. 国

,

民健康保険事業費納付

1

金 2,036,617

1

1. 医 療 給

1

付 費 分 1,316,614

2. 後

入

期高齢者支援金等分 484,000

3. 介 護 納 付 金 分 186,003

1

4. 子ども・子育て

.

支援納付金 50,00

国

0

分

民

6. 保 健 事 業 費 69

健

,290

1

康

. 特定健康診査等事業

歳

保

費 45,763

険

2. 保 健 事 業 費 2

料

3,527

1

7. 基 金 積 立 金 49,

,

436

1.

6

基 金 積 立 金 49,43

3

6

8. 諸 支

5

出 金 4,050

,

1. 償還金及び還

1

付加算金 4,050

出

1

9. 予 備 費 1

1

0,000

1. 予 備 費 10,000

歳 出 合 計 7,422,000

2. 一

予

部 負 担 金 1
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（歳 円

1. 総 務 費

）

152,164 173,912 △21,748 2.1 1,968 150,196

2. 保 険 給 付 費 5,100,443 4,796,353 304,090 68.7 5,076

　

,489 8,000 15,954

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 2,036,617 1,976,895 59,722 27.4 2,036,617

本

6. 保 健 事 業 費 6

出

年

9,290 70,93

度

6 △1,646 0.9

予

28,508 40,7

算

82

額

7. 基 金 積

の

立 金 49,436 41

財

,854 7,582 0

源

.7 701 48,73

内

5

訳

8. 諸 支 出 金

）

款

4,050 6,050

本

△2,000 0.1 4

年

,050

度

9. 予

予

備 費 10,000 10

算

,000 0 0.1 10

額

,000

前

歳

年

出 合 計 7,422,0

度

00 7,076,00

（

予

0 346,000 10

算

0.0 5,106,9

額

65 158,897 2

比

,156,138

較  割 合 (

単

％) 特 定 財 源
一 般 財 源

位

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の

 

他

－281－ －282

千

－



421 99,690 1. 医 療 給 付 費 分 1,015,246 医療給付費分現年分

国 民 健 康 保 険 料 現 年 分

2.

2. 後期高齢者

歳

支援金 389,925

　

後期高齢者支援金現年

入

分

（

現 年 分

款）

3. 介 護 納 付 金 分

1

146,818 介護納

.

付金分現年分

国

現 年 分

民健

4. 子

康

ども・子育て支援 33

保

,400 子ども・子育

険

て支援金分現年分

料

納 付 金

（

分 現 年 分

項）

5. 医 療 給 付 費

1

分 33,063 医療給

.

付費分滞納繰越分

国

滞 納 繰

民

越 分

健康

6. 後期高齢者支援

保

金 10,706 後期高

険

齢者支援金滞納繰越分

料

滞

（

納 繰 越 分

単位

7. 介 護 納 付 金

 

分 5,953 介護納付

千

金分滞納繰越分

円

滞 納 繰 越

）

分

節

目

（款） 2.一部

本

負担金 （項） 1.一部

年

負担金

度

1. 一 般 被 保 険 者

前

1 1 0 1. 現 年 分 1 一

年

部負担金

度

一 部 負 担 金

比 較 説

（款） 3.使用料及び

明

手数料 （項） 1.手数

区

料

分

1. 手 数 料 46 40 6

金

1. 手 数 料 46 証明手

額

数料

（款） 4.国庫支出金 （項） 2.国庫補助金

3. 子ども・子育て支援 1,622 1,622 1. 子ども・子育て支援 1,622 子ども・子育て支援事

1

業費補助金

.

事 業 費 補 助 金

一

事 業 費 補 助 金

般

－28

被

3－  －284－

保 険 者 1,635,111 1,535,



71,506 1. 保険給付費等交付金 5,076,489 保険給付費等交付金（普通交付金）

（ 普 通 交 付 金 ）

（款

2. 保

）

険給付費等交付金 97

6

,008 保険者努力支

.

援分交付金 28,47

県

9

支

（ 特 別 交 付 金 ） 特別調

出

整交付金分交付金 10

金

,000

（

県繰入金交付金

項

43,165

）

特定健康診

1

査等負担金交付金 15

.

,364

県負

（款） 7

担

.財産収入 （項） 1.

金

財産運用収入

・

1. 利 子 及

補

び 配 当 金 701 57 6

助

44 1. 財政調整基金

金

利子 701 国民健康保

（

険事業財政調整基金利

単

子収入

位 

（款） 8.

千

繰入金 （項） 1.一般

円

会計繰入金

）

1. 一 般 会 計

節

繰 入 金 596,959

目

625,381 △28

本

,422 1. 保険基盤

年

安定繰入金 421,1

度

32 保険基盤安定繰入

前

金（保険料軽減分） 2

年

60,577

度

保険基盤安

比

定繰入金（保険者支援

較

分） 156,944

説

未就

明

学児均等割保険料繰入

区

金 2,421

分

産前産後保

金

険料免除繰入金 1,1

額

90

2. 事 務 費 等 繰 入 金 175,827 財政安定化支援事業繰入金 25,815

職員給与費等繰入金 150,012

1

（款）10.諸収

.

入 （項） 1.延滞金、

保

加算金及び過料

険

1. 延 滞

給

金 5,848 4,89

付

5 953 1. 延 滞 金 5

費

,848 一般被保険者

等

延滞金

交付

（款）10

金

.諸収入 （項） 3.雑

5

入

,

1. 雑 入 8,215 8

1

,214 1 1. 雑 入 8

7

,215 一般被保険者

3

第三者納付金 5,00

,

0

4

一般被保険者返納金現

9

年分 3,000

7

一般被保

4

険者返納金滞納繰越分

,

77

9

雇用保険料被保険者

0

負担金収入 138

1

－

,

285－  －286－
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1. 一般管理費 86,104 113,486 △27,382 346 85,758 1. 報 酬 11,025 会計年度任用職員報酬

2. 給 料 21,483 一般職　６人分

3. 歳

3. 職員手

　

当等 16,600 扶養

出

手当 312

（

地域

款

手当 892

）

住居

1

手当 594

.

通勤

総

手当 634

務

時間

費

外勤務手当 416

（項

管理職手当 500

） 1

期末手当 7,22

.

7

総

勤勉手当 6,

務

025

管理費

4. 共 済 費 9,254

（

共済組合負担金 7,5

単

88

位

公務災害負

 

担金 62

千

労働保

円

険料 228

）

厚生

本

年金保険料 1,376

年 度 の

8. 旅

財

費 404 普通旅費 14

源 内

会計年度任用職

　

員費用弁償（通勤費相

訳

当分） 390

節

目 本

10. 需 用 費 3

年

81 消耗品費 179

度 前

印刷製本費 202

年 度 比

11.

較

役 務 費 3,142 通信

特

運搬費 3,102

定 財

手数料 40

源 説 明

12. 委 託 料 1

一

0,132 機械等保守

般

管理委託料

財

業務

源

委託料

区 分 金

13. 使用料及び 73

額

8 有料道路通行料等 2

国

5

県

賃 借 料 システ

支

ム等使用料 713

出金 地

18. 負担

方

金、補助 12,945

債

負担金

そ

及び交付

の

金

他

 －288－－287－



2. 連合会負担金 1,951 2,029 △78 1,951 18. 負担金、補助 1,951 負担金

及び交付金

計 88,055 115,515 △27,460 346 87

（

,709

款）

（款） 1.総務費 （項

1

） 2.徴収費

.

1

総

. 賦課徴収費 63,9

務

14 58,202 5,

費

712 1,622 62

（

,292 1. 報 酬 6,

項

679 会計年度任用職

）

員報酬

1.総

2. 給 料 21,030

務

一般職　６人分

管理費

3. 職員手当

（

等 17,117 扶養手

単

当 588

位

地域手

 

当 865

千

住居手

円

当 924

）

通勤手

本

当 520

年

時間外

度

勤務手当 2,780

の 財

期末手当 6,27

源

1

内

勤勉手当 5,

　

169

訳 節

目

4. 共 済 費 8,523

本

共済組合負担金 7,5

年

45

度

労働保険料

前

138

年

厚生年金

度

保険料 840

比 較 特

8. 旅 費 217

定

普通旅費 4

財

研修

源

旅費 7

説

会計年度

明

任用職員費用弁償（通

一

勤費相当分） 206

般財源

10. 需

区

用 費 1,166 消耗品

分

費 78

金

印刷製本

額

費 1,088

国県支

11. 役 務 費 7

出

,203 通信運搬費 3

金

,383

地

手数料

方

3,226

債

クラ

そ

ウドサービス等利用料

の

594

他

12. 委 託 料 1,953 業務委託料

 －290－－289－



18. 負担金、補助 26 会議等出席者負担金

及び交付金

計 63,914 58,202 5,712 1,622 62,292

（款） 1.総

（

務費 （項） 3.運営協

款

議会費

）

1. 運営

1

協議会費 195 195

.

0 195 1. 報 酬 19

総

5 委員報酬

務費

計 195 1

（

95 0 195

項）

（款） 2.保険給

2

付費 （項） 1.療養諸

.

費

徴

1. 一般被保

収

険者 4,310,65

費

4 4,095,909

（

214,745 4,3

単

03,654 7,00

位

0 18. 負担金、補助

 

4,310,654 負

千

担金

円

療養給付費

）

及び交付金

本 年 度

3. 一般被保険

の

者 34,263 40,

財

351 △6,088 3

源

4,263 18. 負担

内

金、補助 34,263

　

交付金

訳

療 養 費 及

節

び交付金

目 本 年

5. 審 査 支 払 13

度

,796 13,884

前

△88 13,796 1

年

1. 役 務 費 13,79

度

6 手数料

比

手 数 料

較 特 定

計 4,358,713

財

4,150,144 2

源

08,569 4,35

説

1,713 7,000

明

一

（款） 2

般

.保険給付費 （項） 2

財

.高額療養費

源

1

区

. 一般被保険者 725

分

,276 627,85

金

4 97,422 724

額

,276 1,000 1

国

8. 負担金、補助 72

県

5,276 交付金

支出

高額療養費 及び交付

金

金

地 方

3

債

. 一般被保険者 500

そ

500 0 500 18.

の

負担金、補助 500 交

他

付金

高額介護合算 及び交付金

療 養 費

計 725,776 628,354 97,422 724,776 1,000

 －292－－291－



1. 出 産 育 児 9,504 11,505 △2,001 9,504 11. 役 務 費 4 手数料

一 時 金

18. 負担金、補助 9,500 交付金

（

及び交

款

付金

） 2

計 9,504 11

.

,505 △2,001

保

9,504

険給

（款） 2.保険給付

付

費 （項） 5.葬祭諸費

費 （

1. 葬 祭 費 6,

項

450 6,350 10

）

0 6,450 18. 負

4

担金、補助 6,450

.

交付金

出

及び交付

産

金

育児

計 6,450 6,3

諸

50 100 6,450

費
（

（款） 3

単

.国民健康保険事業費

位

納付金 （項） 1.医療

 

給付費分

千

1. 一

円

般被保険者 1,316

）

,614 1,310,

本

767 5,847 1,

年

316,614 18.

度

負担金、補助 1,31

の

6,614 負担金

財 源

医療給付費分 及び交

内

付金

　訳

計 1,316,6

節

14 1,310,76

目

7 5,847 1,31

本

6,614

年 度

（款） 3.国民健康

前

保険事業費納付金 （項

年

） 2.後期高齢者支援

度

金等分

比

1. 一般

較

被保険者 484,00

特

0 488,559 △4

定

,559 484,00

財

0 18. 負担金、補助

源

484,000 負担金

説 明

後期高齢者 及び

一

交付金

般

支援金等

財

分

源 区

計 484,000 4

分

88,559 △4,5

金

59 484,000

額

国

（款） 3.

県

国民健康保険事業費納

支

付金 （項） 3.介護納

出

付金分

金

1. 介護

地

納付金分 186,00

方

3 177,569 8,

債

434 186,003

そ

18. 負担金、補助 1

の

86,003 負担金

他

及び交付金

 －294－－293－



計 186,003 177,569 8,434 186,003

（款） 3.国民健康保険事業費納付金 （項） 4.子ども・子育て支援納付金分

（

1. 子 ど も ・ 50,

款

000 50,000 5

）

0,000 18. 負担

3

金、補助 50,000

.

負担金

国

子育て支

民

援 及び交付金

健

納

康

付 金 分

保険

計 50,000

事

50,000 50,0

業

00

費

（款

納

） 6.保健事業費 （項

付

） 1.特定健康診査等

金

事業費

（

1. 特定

項

健康診査 45,763

）

46,677 △914

3

23,598 22,1

.

65 1. 報 酬 207 会

介

計年度任用職員報酬

護納

等 事 業 費

付金分

3. 職員手当等

（

81 期末手当 44

単位

勤勉手当 37

 千円

4. 共 済 費 2

）

4 共済組合負担金 10

本 年

労働保険料 6

度 の

厚生年金保険料 8

財 源 内

7. 報

　

償 費 66 報償金

訳 節

目

8. 旅 費 14

本

普通旅費 7

年

会計

度

年度任用職員費用弁償

前

（通勤費相当分） 7

年 度 比

10. 需

較

用 費 337 消耗品費 2

特

93

定

印刷製本費

財

44

源 説

1

明

1. 役 務 費 2,390

一

通信運搬費 1,389

般財

手数料 1,00

源

1

区 分

12

金

. 委 託 料 42,639

額

業務委託料

国県

 －296－－295

支
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13. 使用料及び 5 有料道路通行料等

賃 借 料

計 45,763 46,677 △914 23,598 22,165

（款

（

） 6.保健事業費 （項

款

） 2.保健事業費

） 6

1. 保 健 衛 生 23,

.

527 24,259 △

保

732 4,910 18

健

,617 1. 報 酬 12

事

9 会計年度任用職員報

業

酬

費

普 及 費

（項）

3. 職員手当

1

等 51 期末手当 28

.特

勤勉手当 23

定健康

4. 共 済 費

診

17 共済組合負担金 8

査等

労働保険料 4

事業

厚生年金保険料 5

費
（単

8. 旅

位

費 4 会計年度任用職員

 

費用弁償（通勤費相当

千

分）

円）

1

本

0. 需 用 費 473 消耗

年

品費 50

度

印刷製

の

本費 423

財 源 内

11. 役 務 費 2,

　

596 通信運搬費

訳 節

目

12. 委 託

本

料 4,447 業務委託

年

料

度 前

18

年

. 負担金、補助 15,

度

810 交付金

比

及

較

び交付金

特 定

計 23,52

財

7 24,259 △73

源

2 4,910 18,6

説

17

明

（款

一

） 7.基金積立金 （項

般

） 1.基金積立金

財源

1. 財政調整基金 4

区

9,436 41,85

分

4 7,582 701 4

金

8,735 24. 積 立

額

金 49,436 国民健

国

康保険事業財政調整基

県

金積立金

支

積 立 金

出金

 －298

地
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計 49,436 41,854 7,582 701 48,735

（款） 8.諸支出金 （項） 1.償還金及び還付加算金

1. 一般被保険者 4,000 6,000

（

△2,000 4,00

款

0 22. 償還金、利子

）

4,000 還付金

7.

保険料還付金 及び割

基

引料

金積立

6. 一般被保険者 50

金

50 0 50 22. 償還

（

金、利子 50 還付加算

項

金

）

保 険 料 及び割

1

引料

.

還付加算金

基金積

計 4,050 6,05

立

0 △2,000 4,0

金

50

（

（款

単

） 9.予備費 （項） 1

位

.予備費

 

1. 予

千

備 費 10,000 10

円

,000 0 10,00

）

0

本 年

計 10,000 10

度

,000 0 10,00

の

0

 －300－－29

財
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源 内 　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



１　特別職 （単位　千円）

報酬 給料
期末手当

年間支給率
（月分）

通勤手当 計

その他の
特別職

13 195 195 195

計 13 195 0 0 0 195 0 195

その他の
特別職

13 195 195 195

計 13 195 0 0 0 195 0 195

その他の
特別職

0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

議員

比較

長等

議員

本年度

前年度

長等

議員

給 与 費 明 細 書

区分
職員数
（人）

給与費

共済費 合計

長等

－301－



２　一般職

⑴　総括
（単位　千円）

（

（

（

　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員外書き

（単位　千円）

時間外勤務
手当

3,196

5,229

△ 2,033

職員手当の
内訳

0

500

1,206 852 966

900

500819 13

本年度

11,254

12,428

勤勉手当

335

16,520 40,850

1,520 1,663 1,611 4,794

管理職手当扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 休日勤務手当

1,1541,757 1,518

1,696 6,490

12   

比較

合計

1,0291,142

期末手当

10,225

13,570

17,818 112,220
12   

16,122 105,730

0 ）
0   

区分

前年度

比較 △ 306 905 552 △ 13

前年度 11 ）

報酬 給料 職員手当 計

94,402

区分
職員数
（人）

給与費
共済費

32,238 89,608

本年度 11 ） 18,040 42,513 33,849

－302－



ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

（

（

（

　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員外書き

（単位　千円）

12   

通勤手当
時間外勤務

手当

12   

0   

本年度 42,513 26,855 69,368 13,758 83,126

比較 1,663 953 2,616 1,282 3,898

前年度

管理職手当

1,154 3,196 500

休日勤務手当

区分
職員数
（人）

共済費 合計
給料 職員手当 計

給与費

66,752 12,476 79,228

819 5,229 500

比較 △ 306

13

△ 13905 552 335 △ 2,033 0

40,850 25,902

勤勉手当

8,058

職員手当の
内訳

区分 扶養手当 地域手当 住居手当

本年度 900 1,757 1,518

前年度 1,206 852 966

期末手当

9,772

7,332

726

区分
職員数
（人）

共済費 合計
報酬 職員手当 計

給与費

8,985

787

本年度 11 ） 18,040 6,994 25,034 4,060 29,094

前年度 11 ） 16,520 6,336 22,856 3,646 26,502

比較 0 ） 1,520 658 2,178 414 2,592

2,893

比較 355 303

職員手当の
内訳

区分 期末手当 勤勉手当

本年度 3,798 3,196

前年度 3,443

－303－



⑵　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

（単位　千円）

区分 増減額

給料 1,663 給与改定に伴う増減分 1,597 給与改定に伴う増分 給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 令和7年4月

昇給に伴う増加分 606 　平均昇給率

その他の増減分 △ 540 職員の変動等に係る増減分

職員手当 953 制度改正に伴う増減分 1,483 給与改定に伴う支給割合等の変更

扶養手当 90 ・配偶者に係る手当（月額）

（改定後）

（改定前）

・子に係る手当（月額）

（改定後）

（改定前）

　実施時期 令和8年4月

地域手当 912 　支給割合 （改定後）

（改定前）

　実施時期 令和8年4月

通勤手当 301 ・交通用具使用者の手当（月額）

使用距離の区分に応じ、最大12,900円引上げ

　実施時期  令和7年4月

・駐車場料金相当分　上限5,000円(新設)

　実施時期  令和8年4月

期末手当 91 　支給割合 （改定後）

（改定前）

　実施時期 令和7年12月

勤勉手当 89 　支給割合 （改定後）

（改定前）

　実施時期 令和7年12月

その他の増減分 △ 530 扶養手当 △ 396 職員の変動、制度改正のはねかえり等に係る

地域手当 △ 7 増減分

住居手当 552

通勤手当 34

時間外勤務手当 △ 2,033

休日勤務手当 △ 13

期末手当 696

勤勉手当 637

年間2.525月分

年間2.500月分

年間2.125月分

年間2.100月分

増減事由別内訳 説明

平均3.30%

備考

1.49%

2.0%

0 円 

3,000 円 

13,000 円 

11,500 円 

4.0%
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⑶　給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

　ウ　期末手当・勤勉手当

　（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員

一般行政職

295,706 円　

平均給与月額 321,248 円　

33. 8 歳　

329,091 円　

区分

令和8年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

令和7年1月1日現在

平均給料月額 285,535 円　

平均年齢 33.10 歳　

区分 高校卒 大学卒
国の制度

高校卒 大学卒

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

一般行政職 206,700 円 237,600 円 200,300 円 232,000 円 

区分
6 月 12 月

支給期別支給率

有
4.650月分

前年度

(1.225月分)

(1.200月分) (2.400月分)
4.600月分

有

有

(2.450月分)

本年度 (1.225月分)
2.325月分 2.325月分

(2.450月分)
4.650月分

(1.200月分)
2.300月分 2.300月分

支給率計

(1.225月分) (1.225月分)国の制度
2.325月分 2.325月分

－305－



　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　地域手当

　カ　その他の手当

千葉県に準拠

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

24.586875月分 33.270750月分

その他の加算措置等

支給率 支給対象職員数
国の指定基準に
基づく支給率

備考

12人

定年前早期退職特例措置
(2%～20%加算)

47.709000月分

区分
20年 25年

最高限度
勤続の者 勤続の者

国の制度
(支給率等)

4.0％

47.709000月分

通勤手当 異

勤続の者

支給率等 24.586875月分 33.270750月分 47.709000月分 47.709000月分

定年前早期退職特例措置
(3%～45%加算)

35年

4.0％
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　キ　級別職員数及び標準的な職務内容

級
構成比
（%）

標準的な職務内容

8級

7級

6級 9.1 室長

5級 9.1 主査

4級 18.2 副主査

3級 9.1 主任主事

2級 18.2 主事

1級 36.3 主事

計 100.0

8級

7級

6級 9.1 室長

5級 9.1 主査

4級 18.2 副主査

3級 18.2 主任主事

2級 18.2 主事

1級 27.2 主事

計 100.0

区分

令和8年1月1日現在

1

2

1

11

4

一般行政職

職員数
（人）

1

2

令和7年1月1日現在

1

1

2

2

2

3

11

－307－



　ク　昇給

一般行政職

12 人　

12 人　

１号給

２号給

３号給 1 人　

４号給 9 人　

５号給 2 人　

６号給

８号給

100.0 %  

12 人　

11 人　

１号給

２号給

３号給

４号給 9 人　

５号給 2 人　

６号給

８号給

91.7 %  

区分

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

号給数別内訳

本年度

比率　　（Ｂ）／（Ａ）

前年度

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

号給数別内訳

比率　　（Ｂ）／（Ａ）

－308－



（単位 千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

特定健康診査受診票等
封入封緘印刷業務委託
（令和７年度分）

742 令和8年度 742 494 363

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

事項 限度額

前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源
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